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第１編 序論 

１ 計画の意義と特徴 

 

総合計画は、地方公共団体におけるまちづくりの方針や目標などを定めるものとして、

地方自治法により策定が義務付けられていたことから、本市では、昭和 43 年（1968 年）

の第１次から平成 23 年（2011 年）の第７次にわたり策定してきました。平成 23 年

（2011 年）に地方自治法が地方分権改革の一環として改正され、法に基づく策定の義務

はなくなりましたが、本市では、総合的かつ計画的な市政運営を行うため、同年４月に

施行した刈谷市自治基本条例の中に総合計画の策定を位置付けることとしました。今回、

第７次総合計画基本計画の計画期間満了に伴い、基本構想の内容を見直すこととし、第

８次総合計画（以下「本計画」という。）を策定しています。 

本計画は、本市におけるすべての計画や施策の最上位に位置付けられるもので、まち

づくりのビジョンや将来都市像を示すとともに、それらの実現に向けて具体的な施策の

方向性を示す『まちづくりのナビゲーション』としての役割があります。また、各分野

間をつなぎ、施策間の一体性を確保することや、市民、事業者、各種団体などまちづく

りを担う各主体が共存・協働してまちづくりに取り組むための指針となるものです。 

本計画を推進する上では、各施策が計画的に実施されているかを測る「進行管理のも

のさし」として、目標（めざす姿）や成果指標を設定し、その達成状況を評価すること

が重要であり、ＰＤＣＡサイクルにより進行管理を実施し、時代の変化に対応した施策

を推進していく必要があります。 

本計画の策定にあたっては、日本全体における人口減少、少子高齢化の進行や、新た

な技術の発展、新型コロナウイルス感染症の流行などにより大きく変わろうとしている

社会経済情勢を加味しつつ、めざすべき将来都市像の実現に向け、世界共通の目標であ

る「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の理念や国が進める地方創生の視点を取り入れま

した。 

今後の社会経済情勢の変化に対し、新たなまちづくりの方向性を示すことで、柔軟か

つ迅速な施策の推進に努めます。 
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２ 計画の概要 

 

（１）計画の構成と期間 

本計画は、目標年次である令和 24 年（2042 年）を展望した本市のまちづくりの将来

都市像を実現するための方針並びに施策を明らかにするもので、基本構想、基本計画及

び実施計画で構成されます。 

 

１） 基本構想 計画期間：令和５～24 年（2023～2042 年） 

基本構想は、本市の将来都市像の実現に向けたまちづくりの方針や施策の大綱を定

めるものです。 

２） 基本計画 計画期間：令和５～14 年（2023～2032 年） 

基本計画は、「基本構想」で示された将来都市像の実現をめざし、施策の体系を示す

とともに、内容について明らかにするもので本市の行財政運営の基本的指針となりま

す。 

３） 実施計画 計画期間：毎年度策定・３か年ローリング 

実施計画は、「基本計画」で示された施策を実現するため、主な事業の内容や実施年

度を明示するものです。 

実施計画は、３か年を計画期間としてローリング方式により毎年度策定します。 

 

 

 

≪参考≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年 

（2023 年） 

（令和５年～24 年） 

令和 24 年 

（2042 年） 

（令和５年～14 年） 

令和 14 年 

（2032 年） 

計画期間は３年間とし、毎年度

見直しを行うローリング方式と

します。 
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（２）まち・ひと・しごと創生総合戦略との関係性 

国においては、まち・ひと・しごと創生法を施行し、国と地方が一体となって、まち・

ひと・しごと創生総合戦略を定め、地方創生を推進することとしています。 

本市では、出生率の向上と子育て世代の転出抑制などの課題を解決するため『刈谷市

まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という。）』を策定・推進しており、

この課題は総合計画におけるまちづくりの主要課題と一致するものです。 

本計画では、総合戦略の内容を重点戦略として位置付け、一体的に施策の推進を図る

とともに、重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定し、進捗管理を行うものとします。 
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（３）ＳＤＧｓの理念に基づくまちづくりの推進 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）は、「誰一人取り残さない」社会の実現をめ

ざし、平成 27 年（2015 年）の国連サミットで採択された「持続可能な開発目標」のこ

とであり、令和 12 年（2030 年）までを期限とする世界共通の目標です。持続可能な世

界を実現するために 17 のゴールと 169 のターゲットから構成され、経済・社会・環境

を包含する統合的な取組を示しています。 

ＳＤＧｓの目標は、スケールこそ異なるものの、総合計画に示す各施策のめざす姿と

おおむね一致するため、本市においては、総合計画の施策を展開することで、ＳＤＧｓ

の推進を図るものとします。 

本計画では、基本計画の重点戦略と基本方針別計画において、該当するＳＤＧｓのゴ

ールを表示し、関連性を明示するものとします。 
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３ 時代の潮流〔計画策定の背景〕 

 

本市を取り巻く社会経済情勢は、人口減少・少子高齢化の進行やＩＣＴ社会の進展な

ど、様々な点で大きく変化しています。以下に、本計画において留意すべき、時代の潮

流を整理します。 

 

（１）少子高齢社会から「人口減少社会」へ 

高齢化とともに少子化が急速に進行し、平成 23 年（2011 年）には、人口が継続して

減少する「人口減少社会」の時代に入ったといわれています。 

労働力の減少、社会保障費などの増大による現役世代の負担増、個人消費の落ち込み

など、従来の社会保障制度や経済状況に大きな影響が生じています。 

 

（２）超高齢社会を乗り越える「生涯現役社会」への転換 

日本全体では、平成 19 年（2007 年）に高齢化率が 21％を超える超高齢社会が到来

し、労働力人口も減少する中で、社会保障制度の持続可能性に対する不安や財政状況の

悪化、労働力の確保、国際的な経済競争力の低下など、多様な課題が浮き彫りとなって

います。 

高齢者も社会を支える役割を果たすとともに、生きがいを持って社会に参加する環境

を整え、年齢にかかわりなく活躍できる「生涯現役社会」の実現が求められています。 

 

（３）「持続可能な社会」の実現に向けた取組の広がり 

「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」が平成 27 年（2015 年）９月に国連サミットで採

択されました。日本においても国、地方公共団体、事業者、国民などが協調し、目標達

成に向けた取組が進んでおり、その取組の一つとして政府は、令和 32 年（2050 年）ま

でに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにするカーボンニュートラルをめざすことを

宣言しています。 

地球温暖化による気候変動への対応、再生可能エネルギーの活用、循環型社会の構築、

生物多様性の保全などの環境問題のみならず、貧困対策やジェンダー平等の実現など、

経済・社会・環境の側面のバランスが取れた社会をめざす世界共通の目標となっていま

す。 
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（４）「デジタル技術の発達」による社会の変化 

モノのインターネット化（ＩｏＴ）や人工知能（ＡＩ）、ロボット、自動運転などの技

術の発達は、日常生活においてより身近になるものと考えられており、人々の生活様式

や経済活動などにもたらす効果は計り知れないものがあります。また、こうした技術の

発展により「第四次産業革命」と呼ばれる段階に移りつつあり、シェアリングエコノミ

ーやクラウドファンディングなどの「つながる経済」による新たなビジネスモデルの出

現によって異業種間の競争が進展するなど、ものづくりを取り巻く環境は大きな変化を

迎えると予想されています。 

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、デジタル化の進展が急速に進み、ライフ

スタイルや働き方などのあり方が変化しようとしています。今後、デジタル化による取

組をものづくり分野だけではなく、様々な分野に広げることにより、人々に豊かさをも

たらす超スマート社会（Society5.0）を実現することが求められています。 

 

（５）高速交通網の整備による「スーパー・メガリージョン」の構築 

東京、名古屋、大阪を結ぶリニア中央新幹線の開業によるアクセス利便性の飛躍的な

向上は、日本の経済・社会に大きなインパクトを与え、三大都市圏が一体化し、世界か

らヒト、モノ、カネ、情報を引き付け、世界を先導する大経済圏であるスーパー・メガ

リージョンの形成につながることが期待されています。 

名古屋都市圏の立地優位性が高まる一方で、ストロー効果により東京一極集中が更に

進行する可能性も指摘されており、ものづくりを始めとする名古屋都市圏の独自の機能

をいかして他の都市圏との差異化を図り、競争力を高めることが求められています。 

 

（６）「多様性」を認め合う社会づくりの推進 

グローバル化の進展や社会の成熟に伴う人々のライフスタイルや価値観の多様化を背

景に、年齢、性別、国籍、文化、習慣、障害の有無などにかかわらず、個人として尊重さ

れ、それぞれが活躍できる多文化共生の環境づくりに対する要請が高まっています。 

相互に違いを理解し、多様性をいかして、支え合うことができるよう、ライフサイク

ルに応じたきめ細かな支援や地域ぐるみの支援を展開することが求められています。 
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（７）「安心安全」な暮らしの確保 

東日本大震災を始めとする大規模な災害が多数発生したことにより、近年では災害が

より身近な問題として捉えられるようになり、防災や減災を始めとする「安心安全」な

暮らしに対する関心が更に高まっています。そのため、災害の発生前の取組として、事

前防災・減災の推進、地域単位での自助・互助の強化などが進められています。さらに、

近年では、グローバル化の進展に伴い、人種・民族の違いなどに起因する問題が身近で

起きやすくなっています。いかなるときでも、すべての住民の生命や身体、財産を守る

ことは最も重要な責務であり、「安心安全」な暮らしを維持するための必要な措置を講じ

る必要があります。 

また、愛知県の交通事故による死者数は依然として高い水準であるため、安全な交通

環境の整備が喫緊の課題となっています。 

このほか、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行によって、世界中が未曽有の事

態に直面しました。これまでの価値観や生活様式は大きく変化し、経験したことのない

社会経済活動の停滞に見舞われたことから、新たな危機に備える対応力を強化すること

が求められています。 

 

（８）「地方創生」の推進による社会全体の活性化 

国は、急速な少子化の進行による人口減少や東京一極集中を是正し、各地域がそれぞ

れの特徴をいかした自律的で持続的な社会を創生することをめざし、まち・ひと・しご

と創生総合戦略を策定しており、地方での雇用創出、地方への人口移動、若年世代への

支援、地域間連携の強化を促進し、社会全体の活性化を図ることとしています。 

各地方公共団体が主体となり、地域の固有性をいかすための施策を展開することが重

要となるとともに、出生率を向上させ人口減少を緩和させるような環境づくりが求めら

れます。 
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４ 刈谷市の現状と特性把握 

 

本市の現状と特性について、各種統計データなどに基づき、以下のとおり整理します。 

 

（１）沿革 

本市は、愛知県のほぼ中央に位置し、中部圏の中心都市名古屋の 20ｋｍ圏内にあって、

市域は南北 13.2ｋｍ、東西 5.8ｋｍと南北に細長く、面積は 50.39ｋ㎡を有しています。 

地形は、木曽山脈が南西に延びて徐々に低くなり、本市北部は海抜 40ｍ内外の丘陵地

となり、碧海台地となって衣浦湾に至る西三河平野の西部、衣浦湾の最奥部に位置して

います。 

市域には八ッ崎貝塚や本刈谷貝塚を始めとする原始・古代の遺跡が多く存在すること

から、大昔から衣ケ浦とそこに流れ込む本市の三大河川（境川、逢妻川、猿渡川）周辺

に人々が集落をつくり、脈々と住み続けていたことがわかります。 

本市が都市の形態をとり始めたのは、天文２年（1533 年）水野忠政が刈谷城を築いて

からです。その後、江戸時代になり、刈谷藩の成立によって城下町として発展してきま

したが、明治維新の変革により廃藩置県が施行され、刈谷藩は廃止となり、新たな発展

をみます。 

明治時代以降には、明治 21 年（1888 年）に東海道本線が開通し、刈谷駅が設置され、

大正３年（1914 年）には三河鉄道（現名鉄三河線）が開通するなど、交通の要衝として

発展し、地方商業都市としての色合いを強めていきました。 

そして、大正末期に、トヨタ系企業の誘致により近代産業都市としての足がかりを得

て、積極的な工業化施策を推進してきました。 

昭和 25 年（1950 年）、県下で 11 番目の市となった本市は、昭和 30 年（1955 年）に

富士松村と依佐美村の一部を合併し、ほぼ現在の市域を形成しました。 

その後、高度経済成長とモータリゼーションの進行が相まって、自動車関連産業の集

積地として飛躍的な発展を遂げ、リーマン・ショックなどの経済環境の変化に影響を受

けつつも、愛知県の経済発展の先駆的役割を果たすとともに、世界をリードする創造的

な産業拠点をめざす、愛知県の中核都市として重要な地位を確保しています。 
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（２）刈谷市の特性 

①年齢別人口構成 

〇人口は増加を続けているものの、平成 17 年（2005 年）以降は増加数が緩やかになっ

ています。また、年齢３区分別人口をみると老年人口は増加傾向にあり、総人口に占

める割合も急速に高まっていることから、高齢化が確実に進行しています。 

  

資料：国勢調査      

②人口動態 

〇自然増減は、出生数が死亡者数を上回る自然増加の状態が続いていますが、平成 23 年

（2011 年）と令和３年（2021 年）を比較すると増加数は約 1/4 まで減少しています。 

〇社会増減は、リーマン・ショックの影響で平成 24 年（2012 年）までは転出超過、平

成 25 年（2013 年）以降はおおむね転入超過の傾向が続いていましたが、令和２年

（2020 年）及び令和 3 年（2021 年）は新型コロナウイルス感染拡大の影響により転

出超過になっています。 

〇自然増減と社会増減を合わせた年間増減は、平成 26 年（2014 年）までは増加傾向に

あり、平成 27 年（2015 年）以降はおおむね横ばいで推移しますが、令和２年（2020

年）及び令和３年（2021 年）は減少しています。 

  
資料：刈谷の統計     
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③出生の状況 

〇出生数は平成 23 年（2011 年）から平成 27 年（2015 年）にかけて 1,700 人台で推移

してきましたが、平成 28 年（2016 年）からは減少傾向にあり、令和元年（2019 年）

には 1,400 人台にまで減少しています。 

〇合計特殊出生率の推移をみると、低下傾向にあるものの、愛知県や全国の値よりも高

い水準で推移していますが、その差は小さくなっています。 

 

資料：愛知県衛生年報、刈谷市、刈谷の統計     

④転入・転出の動向 

〇令和３年（2021 年）中の本市への転入と本市からの転出の動向をみると、転入超過と

なっているのは３自治体で豊田市が最も多くなっています。また、転出超過数は名古

屋市が最も多く、次いで高浜市、東浦町の順で多くなっています。 

 

自治体名 転入 転出 転出入 

名古屋市 1,007 1,180 -173 

岡崎市 337 358 -21 

半田市 100 146 -46 

碧南市 153 206 -53 

豊田市 446 386 60 

安城市 551 628 -77 

西尾市 193 277 -84 

大府市 334 283 51 

知立市 572 527 45 

高浜市 216 376 -160 

豊明市 154 248 -94 

みよし市 59 79 -20 

東浦町 113 230 -117 

その他県内 1,062 1,050 12 

県外 2,881 2315 566 

合計 8,178 8,289 -111 

1,774 1,743 1,756 1,747 1,721 1,684
1,581

1,635

1,495
1,441

1.77 1.76
1.79 1.77 1.76 1.74

1.62
1.67

1.53

1.471.46 1.46 1.47 1.46

1.57

1.56 1.54 1.54

1.45 1.44

1.39 1.41 1.43 1.42
1.45 1.44 1.43 1.42

1.36
1.33

1.20

1.40
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1.80
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2.20
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1,400
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1,800

2,000
合計特殊出生率出生数（人）

出生数(刈谷市) 合計特殊出生率(刈谷市) 同(愛知県) 同(全国)

（単位：人/年） 

※隣接自治体及び転入・転出ともに 100 人

以上となっている自治体を記載 
資料：住民基本台帳人口移動報告 
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⑤５歳階級別人口増減の動向 

〇年齢５歳階級別の平成 29 年（2017 年）から令和４年（2022 年）までの各階級の人

口増減の動向をみると、男女ともに増減数の違いはあるものの、類似した傾向がみら

れます。特に、15～24 歳⇒20～29 歳の年齢層で大きく増加していますが、０～４歳

⇒５～９歳、25～34 歳⇒30～39 歳の年齢層での減少が大きくなっています。 

〇10 代後半から 20 代における増加は、進学や市内の企業への就職による転入が主たる

要因と考えられる一方で、20 代並びに 30 代の減少は、10 歳未満の年齢層の減少も考

慮すると、住宅取得などに伴う子育て世代の転出が要因になっていると考えられます。 

 
資料：刈谷の統計   

⑥通勤・通学の動向 

〇平成 27 年（2015 年）における本市への通勤・通学の動向をみると、流入人口は 73,669

人、流出人口は 39,222 人で、34,447 人の流入超過になっています。 

〇流入超過数を市町別にみると、知立市が最も多く、次いで名古屋市、岡崎市、安城市

の順で多くなっています。 

（単位：人/日） 
自治体名 流入 流出 流入超過 

名古屋市 11,994 7,915 4,079 

岡崎市 5,590 2,057 3,533 

半田市 1,518 851 667 

碧南市 2,430 1,403 1,027 

豊田市 5,123 4,224 899 

安城市 8,548 6,290 2,258 

西尾市 2,359 1,123 1,236 

大府市 4,656 2,764 1,892 

知立市 7,398 3,155 4,243 

高浜市 3,784 2,123 1,661 

豊明市 2,898 1,281 1,617 

みよし市 900 751 149 

東浦町 2,926 860 2,066 

その他県内 11,278 3,278 8,000 

県外 2,267 850 1,417 

合計 73,669 39,222 34,447 

 

-1,000

-500

0

500

1,000

1,500
（人）

男性 女性

資料：国勢調査 
※隣接自治体及び流入・流出ともに 1,000 人

以上となっている自治体を記載 

※流出は従業・通学市区町村「不詳・外国」

があるため、合計は一致しない 
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⑦産業別就業者数の推移 

〇本市の就業者数は増加傾向にありましたが、令和２年（2020 年）の国勢調査では、新

型コロナウイルス感染拡大の影響により、対面による就業状況の確認が難しかったこ

ともあり、確認された就業者としては 75,388 人になっています。 

〇産業別にみると第３次産業が最も多く、令和２年（2020 年）には 39,169 人と、全就

業者の 52.0％を占めています。 

 
資料：国勢調査   

⑧製造品出荷額等の推移 

〇令和２年（2020 年）の事業所数は 334 か所、従業者数は 49,764 人、製造品出荷額等

は 1 兆 5,850 億円になっています。 

○平成 19 年（2007 年）の数値を 1.0 として各年の比較をすると、事業所数は３割程度

減少し、従業者数は一旦減少したものの、やや持ち直しています。製造品出荷額等は、

平成 21 年（2009 年）に大きく減少したものの、平成 25 年（2013 年）以降は持ち直

しつつあります。 

 
資料：刈谷の統計（経済センサス活動調査（平成 23 年、平成 28 年）及び工業統計調査、各年７月１日現在、 

平成 23 年は平成 24 年２月１日現在、平成 28 年及び平成 29 年は同年６月１日現在）   

1,726 1,340 1,380 1,229 1,139 966 858 802

34,713 37,937 37,282 36,457 35,926 34,858 34,619 33,052

22,009
25,720 30,056 33,200 37,042 36,460 38,400 39,169136

249
299 304

1,409 4,589
3,340 2,365

58,584

65,246
69,017 71,190

75,516 76,873 77,217 75,388

0
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80,000
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1.20

1.30

1.40

1.50

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

事業所数 従業者数

製造品出荷額等 1事業所当たりの製造品出荷額等

従業者1人当たりの製造品出荷額等
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⑨外国人住民数の推移 

〇平成 24 年（2012 年）以降の外国人住民数は、平成 26 年（2014 年）まで減少しまし

た。その後増加したものの、令和３年（2021 年）に再び減少に転じ、令和４年（2022

年）にはやや減少して 4,947 人になっています。 

○国籍別でみると、フィリピンと中国がそれぞれ 1,200 人前後となっているほか、近年

ではベトナムの割合が大きくなり、令和３年（2021 年）以降はフィリピンに次いで２

番目になっています。 

  

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）      

3,787
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3,837
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3,000
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5,000

6,000
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フィリピン 中国 ブラジル ベトナム 韓国及び朝鮮 インドネシア その他
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５ まちづくりの主要課題 

 

計画策定の背景となる時代の潮流や本市の現状と特性から、これからの本市のまちづ

くりにおける主要な課題を整理します。 

 

（１）将来的な人口構造の変化への対応 

人口の増加傾向はしばらく継続すると推測されます。そのため、今後も多様なライフ

スタイルや価値観に対応した住環境の創出や公共交通網など交通利便性の維持・充実に

より、多くの市民が快適で質の高い暮らしを続けられる環境を整える必要があります。 

一方で、少子高齢化は確実に進んでおり、また、国立社会保障・人口問題研究所によ

る人口推計では、将来的に人口減少に転じると予測されています。このような将来を見

通し、元気な高齢者が地域社会の様々な分野で活躍できるような仕組みづくりや、支援

が必要な高齢者や障害者が安心して暮らせるような福祉関連施策の充実などが必要です。 

 

（２）子育て世代の転出超過への対応 

転入・転出の傾向などから、就職などを契機にした若年層の転入が多い反面、主に住

宅取得などを契機とした子育て世代の転出が多いことがうかがえます。 

今後、子育て世代が住み続けたいと思うようなまちづくりを進めるとともに、未来を

担う子どもが健やかに育つ環境をより充実させることにより、居住地として選ばれるま

ちを実現することが必要です。 

 

（３）社会の多様性への対応 

昨今、男女共同参画やワーク・ライフ・バランスを始め、ライフスタイルや価値観の

多様化に加え、外国人市民の増加など地域社会を取り巻く環境が日々変化しており、国

際化・多文化共生の推進が求められています。そのため、市民一人ひとりがそれぞれの

考え方や置かれた環境を理解する多様性の尊重を、社会全体で支え合う仕組みを構築す

る必要があります。 

 

（４）次代の担い手の確保 

地域経済や税収の基盤となっている産業の持続的な発展にとって、ものづくりに携わ

る技術者など、これからを担う人材の確保は、大きな課題となっています。 

また、共存・協働で行うまちづくりの推進は、全分野に共通する重要なテーマですが、

その主体となる事業者や各種団体では高齢化などによる人材不足が懸念されています。 

今後も将来にわたって持続的な発展を続けていくためには、産業分野・地域社会とも

に、新たな担い手の確保や人材の育成に取り組む必要があります。 
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（５）まちの安全性の向上 

高度経済成長期以降、市内全域にわたり道路や下水道、市民館などの公共施設を整備

しており、これらの社会インフラの老朽化に伴う維持・更新は大きな課題となっていま

す。また、昨今の台風の大型化や多発する豪雨災害、近い将来に発生が予測されている

南海トラフ地震、高齢者や子どもが被害者となる事故や犯罪の発生のほか、新型コロナ

ウイルスを始めとした感染症の流行や国際的な紛争など、安全な市民生活に対するリス

クは多様化し、それに対する不安が一層高まっています。 

そのため、これまで進めてきた公共施設の耐震化や長寿命化、地域防災組織の対応力

の強化、市民の防災・感染症に対する意識の向上、交通事故や犯罪などを防止するため

の取組などを更に推進するほか、多様な主体との連携を深め、有事の際には正確な情報

の収集・発信に努めるなど、迅速かつ的確に対応する必要があります。 

 

（６）デジタル化の推進 

  新型コロナウイルス感染拡大の影響による人と人との交流が制限された状況下におい

て、デジタル技術の活用は急速に広まり、場所に捉われない新たな働き方や行政手続等

のオンライン化など、その効果はこれまで活用が進まなかった分野を含めた広範囲に及

んでいます。 

更なるデジタル技術の活用は、多様な働き方やライフスタイルの選択を可能とするだ

けではなく、オンラインで結ぶ人と人の絆としての役割も期待され、今後もデジタル化

を一層推進していく必要があります。 

 

（７）脱炭素社会の実現 

近年の気象災害の頻発化・激甚化は、地球温暖化が一因とされ、今や気候危機ともい

われています。その影響は私たちの生活にも及んでおり、地球温暖化を防止するために、

環境への負荷が少ない生活の定着に取り組むことが求められています。 

そのため、市民や事業者、行政が一体となって地球温暖化防止対策に積極的に取り組

み、災害に強く、環境負荷の低い再生可能エネルギーの活用などを促進する必要があり

ます。 

 

（８）新たな工業用地の確保 

国内有数の産業都市として、市内には自動車関連産業を中心に多くの事業所が立地し

ていますが、既成市街地内にまとまった用地の確保が困難であり、拡張や移転を希望す

る企業や、新規参入企業への受け皿が不足していることから、新たな工業用地の需要が

高まっています。 

活発な企業活動の更なる発展に向け、新たな工業用地を早期に確保する必要がありま

す。 
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第２編 基本構想 

１ 刈谷市のめざす将来都市像 

 

 

 

本市は、平成 23 年（2011 年）に策定した第７次総合計画で掲げた「人が輝く 安心快

適な産業文化都市」の実現に向け、安心で快適な生活を支える環境の整備を推進し、本

市の特性であるものづくり地域の維持発展に努めるとともに、ふるさとの歴史・文化を

継承し、市民が主体的にまちづくりに参加できる都市をめざして、各分野でまちづくり

を推進してきました。 

第７次総合計画の策定から 10 年以上が経ち、現在の社会経済情勢は、少子高齢化の一

層の進行やＡＩ・ＩｏＴなどの未来技術の劇的な進歩など、変化が激しい時代を迎えて

おり、本市が持続的に発展していくためには、社会全体のデジタル化を推進するなど、

社会の変化に適切に対応する必要があります。特に、本市の発展を支えてきた製造業を

中心とする産業については、未来技術を活用した事業の創出を支援しつつ、事業者とと

もにカーボンニュートラルなどの社会的課題を解決していく必要があります。 

一方、人が輝くまちづくりにおいては、市民一人ひとりがいきいきと自己実現を図り、

自立した毎日を過ごせるよう、ライフスタイルや価値観が多様化する中であっても、地

域社会の一員としてお互いを認め合い、様々な活動に主体的にかかわるとともに、市民

のみではなく、事業者や各種団体など多様な主体がまちづくりに参加し、連携すること

が必要です。 

本市が、市民に愛され、「住みたい」、「住み続けたい」、「訪れてみたい」と市内外の人

から選ばれる魅力的なまちであり続けるためには、多様化する市民ニーズに対応した行

政サービスを提供することが求められます。その中でも、必要性の高い災害や感染症の

ような不測の事態に対する備えを十分に行うとともに、身近な憩いの場の整備や交通利

便性の向上などに取り組み、日常生活における安心と安全で快適な公共空間を維持する

ことが重要となります。 

また、先人たちから受け継いできた歴史・文化は、まちへの誇りや愛着を育む重要な

要素であることから、大切に守り、後世に伝えていくとともに、歴史・文化資源を磨き

上げ、広く発信していくことも大切な責務です。 

以上のことを踏まえ、社会経済情勢は第７次総合計画の策定時から変化は見られるも

のの、めざす将来都市像は今もなお変わらないことから、「人が輝く 安心快適な産業文

化都市」を継承し、市民が主体となったまちづくりのもと、ＳＤＧｓの理念を踏まえ、

未来に向けて持続的に発展する都市をめざします。  

人が輝く 安心快適な産業文化都市 
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２ まちづくりの指標 

 

基本構想の目標年次である令和 24 年（2042 年）に向け、めざすべきまちづくりの指

標を以下のとおり設定します。 

 

１） 目標人口  

基本構想の目標年次である令和 24 年（2042 年）に目標人口 158,000 人をめざしま

す。 

２） 市民満足度  

将来都市像の実現に向けて、以下の市民満足度をまちづくり指標として設定します。 

 

 令和４年 

（2022 年） 

令和 24 年 

（2042 年） 

住みごこち 85.7％ 90.0％ 

居住意向 88.1％ 90.0％ 

市政への満足度 90.3％ 91.0％ 
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３ 土地利用構想 

 

これまでの土地利用は、人口増加や経済成長を背景に、主に都市の量的な拡大を前提

として進めてきました。しかし、将来的な人口減少、超高齢社会の到来などを見据える

と、日常生活に必要な機能が身近なところに確保され、誰もが安心して快適に暮らせる

都市づくりが重要となります。また、市民のライフスタイルや価値観が多様化する中で、

今後の土地利用は、日々の暮らしの中で潤いややすらぎを感じられる場所とし、市民の

満足度を高める都市の質的成長へと転換していく必要があります。 

一方、本市を取り巻く状況として、刈谷スマートインターチェンジの開通や、今後は

リニア中央新幹線の開業が予定されており、こうした取組は新たな広域交流を生み出す

など、都市のにぎわいや活力の向上に寄与するものと考えられます。 

こうした状況の変化を好機と捉え、様々な課題に適切に対応するため、選択と集中に

よる集約型の都市づくりを継続して進めるとともに、農地や樹林地などの自然的土地利

用に配慮しつつ、住宅地や工業地などの都市的土地利用を適切に配置し、都市の持続的

な発展につながるような土地利用をめざします。 

■都市的土地利用の方向性 

将来的な人口減少、超高齢社会を見据えた持続可能な都市づくりのため、都市経営コストや

環境負荷などを抑える効率的な土地利用を図ります。また、市街地の成り立ちや現在の土地利

用状況、将来の発展の動向を踏まえ、住居系、商業系、工業系のそれぞれの用途区分に応じた

基盤整備を図るとともに、都市づくりの核としての役割を担う拠点を、選択と集中により適切に配置

し、地域特性に応じた魅力ある土地利用をめざします。 

また、子育て世代の定住や新たな交流、産業活動の展開を促し、都市の活力が未来に持続

するような土地利用をめざします。 

■自然的土地利用の方向性 

農地は、農産物の生産基盤であるだけでなく、遊水機能などの多面的な役割を持って

います。農業の維持発展を支えるため、ほ場や用排水施設などの基盤整備を図るととも

に、まとまりのある優良農地の維持・確保や都市農地の適正な保全に努めます。 

また、都市化の進展とともに減少傾向にある、貴重な樹林や親水空間としての河川及

びため池などの水辺は、レクリエーション、景観形成などの観点からも大きな役割を果

たしています。多様な主体と連携しながら、市内に残る貴重な自然環境を保全するとと

もに、新たな緑の創出や緑化の推進に努めます。 
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４ まちづくりの基本方針と施策の体系 

 

（１）まちづくりの基本方針 

将来都市像の実現に向けて取り組むまちづくりの基本的な方向性を、４つの基本方針

と全てに共通する考え方を示すマネジメント方針として、以下のように掲げます。 

基本方針１ 都市基盤：安心して暮らし続けられる快適なまちづくり 

快適な都市空間と市内外の円滑な移動環境の整備を進めるととも

に、災害などのリスクに強い基盤整備を行うことにより、生活の質を

維持・向上させることをめざし、都市と自然が共存した魅力ある住み

よいまちづくりを進めます。 

基本方針２ 教育文化：生涯にわたって学び地域への愛着を育むまちづくり 

確かな学力の定着と心豊かな人材の育成をめざし、家庭、地域との

連携による質の高い教育を進め、生涯にわたって学習やスポーツに

取り組める機会を多様な形で提供するとともに、本市の歴史・文化の

継承と活用により、地域への誇りと愛着を深め、次代を担う人材を育

むまちづくりを進めます。 

基本方針３ 産業環境：人と技術でにぎわいを創り未来につながるまちづくり 

人と自然が調和し、環境への負荷が少ない持続可能な社会の形成

に配慮するとともに、ものづくりによって培ってきた高い技術と能

力の蓄積を有効にいかしつつ、農業、商業、工業のバランスが取れた

産業の振興を図り、働き続けることのできるにぎわいのある明るい

まちづくりを進めます。 

基本方針４ 福祉安心：支え合い誰もが安心して暮らせるまちづくり 

子育て支援及び保健・福祉サービスの維持・向上を図るとともに、

災害や感染症、交通事故、犯罪などに対する安全性を高めることによ

り、みんなで支え合いながら、多様性が尊重され、誰もが住みなれた

地域で安心して暮らせるまちづくりを進めます。 

 

マネジメント方針 持続的なまちの発展を支える行財政運営 

新たな技術の活用など時代の変化に応じた行財政運営に取り組む

とともに、戦略的な情報の発信・収集や多様な主体との協力・連携を

推進し、持続的に発展する豊かで魅力あるまちの実現に向けた仕組

みづくりを進めます。 
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（２）施策の体系 

将来都市像の実現に向けて取り組む、４つの基本方針と 1 つのマネジメント方針につ

いて、施策の体系を以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

マネジメント方針 

～持続的なまちの発展を支える行財政運営～ 

１ 時代の変化に対応した行政運営  ３ 多様な主体との連携 

２ 健全な財政運営         ４ 戦略的な情報の発信・収集 

基本方針２ 
【教育文化】 

～生涯にわたって学び地域へ

の愛着を育むまちづくり～ 

基本施策 

１ 学校教育 

２ 生涯学習 

・青少年育成 

３ スポーツ 

４ 歴史・文化 

・観光交流 

基本方針１ 
【都市基盤】 

～安心して暮らし続けられ

る快適なまちづくり～ 

基本施策 

１ 市街地・住環境 

２ 道路・交通 

３ 公園緑地・緑化 

４ 治水・水辺環境 

５ 上下水道 

基本方針４ 
【福祉安心】 

～支え合い誰もが安心して

暮らせるまちづくり～ 

基本施策 

１ 子育て支援 

２ 健康づくり 

３ 地域福祉 

４ 高齢者福祉 

５ 障害児・者福祉 

６ 防災 

７ 生活安全 

８ 共存・協働 

基本方針３ 
【産業環境】 

～人と技術でにぎわいを創り

未来につながるまちづくり～ 

基本施策 

１ 商工業 

２ 農業 

３ 環境 
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５ 基本構想の推進にあたって 

 

基本構想を推進していく上で留意すべき基本的な考え方を以下に示します。 

■多様な主体との共存・協働によるまちづくりの推進 

これまで推進してきた「共存・協働のまちづくり」を継続することに加え、公民連携

事業に取り組むなど、市民や事業者、各種団体などの各主体と行政がまちづくりの目標

を共有し、互いに地域社会における役割を「自分ごと」として担い、今まで以上に協力・

連携していくことが重要です。 

さらに、社会経済情勢の変化に応じて、周辺自治体や様々な機関とより幅広く連携を

図りながら、多様な主体との共存・協働によるまちづくりを推進します。 

■効率的な行政運営の推進 

地方公共団体は、「住民の福祉の増進を図ることを基本」（地方自治法第１条の２第１

項）とし、「最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない」（地方自治法

第２条第 14 項）とされています。 

基本構想の推進にあたっては、市民満足度の向上を図るため、より効率的で効果的な

施策・事業を推進します。 

■達成すべき目標の明確化と進行管理の実施 

基本構想に掲げた将来都市像の実現に向けて、選択と集中に基づく事務事業の実効性

の向上を図るため、具体的な取組の達成水準を示す成果指標を設定し、行政評価制度と

の連動のもとで定期的な成果の検証・評価を行い、計画の進行管理に努めます。 

そのプロセスにおいては、第三者による評価を実施するなど、客観性の確保に努めま

す。 
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用語解説（50 音順） 
用語 ページ 説明 

あ 

ＩｏＴ 6，16 Internet of Things の略。コンピュータなどの情報・通信
機器だけでなく、世の中に存在する様々な物体（モノ）
に通信機能を持たせ、インターネットに接続したり相互
に通信したりすることにより、自動認識や自動制御、遠
隔計測などを行うこと。 

ＩＣＴ 5 Information and Communication Technology の略。情報や
通信に関連する科学技術の総称で、特に、電気、電子、
磁気、電磁波などの物理現象や法則を応用した機械や器
具を用いて情報を保存、加工、伝送する技術のこと。 

え 

ＡＩ 6，16 Artificial Intelligence の略。人間にしかできなかったよう
な高度に知的な作業や判断について、コンピュータを中
心とする人工的なシステムにより行えるようにした技
術のこと。今後、より高度で自律的な制御システムの進
展により、様々な社会課題の解決が期待されている。 

お 
温室効果ガス 5 「温暖化ガス」とも呼ばれ、二酸化炭素やメタンに代表

される、地上から放出された熱を吸収して、地球の気温
上昇の原因となるガスのこと。 

か 
カーボンニュ
ートラル 

5，16 二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスについて、「排
出量」から、植林、森林管理などによる「吸収量」を差
し引いて、合計を実質的にゼロにすること。 

く 

クラウドファ
ンディング 

6 「群衆（Crowd）」と「資金調達（Funding）」という言葉
を組み合わせた造語で、インターネット等を通じて不特
定多数の人に資金提供を呼びかけ、趣旨に賛同した人か
ら資金を集める方法のこと。 

こ 

合計特殊出生
率 

10 その年の女性の年齢別出生率が変わらないという仮定
のもとで、1 人の女性（15 歳～49 歳）が、生涯に平均
何人の子どもを出産するかを推計した値のこと。人口を
維持するための必要な水準は、2.07～2.08 とされてい
る。 

高度経済成長 8，15 経済が飛躍的に発展・拡大した期間のこと。一般的に日
本では、実質経済成長率が年平均で 10％前後を記録し
た 1955 年頃から 1973 年頃までを指す。 

公民連携 21 市民サービスの更なる向上、継続的な発展、地域経済の
活性化などを目指し、行政や市民・民間企業等が連携し
て公共サービスを提供する手法のこと。 

国立社会保障・
人口問題研究
所 

14 人口・世帯数の将来推計や社会保障費に関する統計の作
成・調査研究などを行う、厚生労働省の政策研究機関の
こと。略称は「社人研」。 

さ 
再生可能エネ
ルギー 

5，15 国内で生産でき、温室効果ガスを排出しない、太陽光・
風力・地熱・中小水力・バイオマスなどのエネルギーの
こと。 

し 

シェアリング
エコノミー 

6 民泊など、インターネット上のサービス基盤を介して個
人間でシェア（賃借や売買や提供）をしていく新しい経
済の動きのこと。 

ジェンダー 5 生物学的な性別に対して、社会的・文化的につくられる
性別のこと。これを平等にすることをジェンダー平等と
いう。 
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用語 ページ 説明 
自治基本条例 1 自治体におけるまちづくりの方針と基本的なルールを

定める条例のこと。『自治体の憲法』ともいわれる。 
重要業績評価
指標（ＫＰＩ） 

3 組織の目標を達成する上で重要となる業績評価指標の
こと。達成状況を定点観測することで、組織のパフォー
マンスの動向を把握でき、必要に応じて取組の見直しな
どに活用する。KPI とは Key Performance Indicator の略。 

循環型社会 5 大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済社会から脱却し、
生産から流通、消費、廃棄に至るまで、モノの効率的な
利用やリサイクル等を進めることにより、天然資源の消
費が抑制され、環境への負荷が低減された社会のこと。 

生涯現役社会 5 人生 100 年時代を見据え、働く意欲のある高年齢者が能
力や経験をいかし、年齢に関わりなく活躍できる社会の
こと。 

す 

ストロー効果 6 新幹線や高速道路などの交通網の整備によって、それま
で地域の拠点となっていた地方都市が経路上の大都市
の経済圏に取り込まれ、ヒト・モノ・カネがより求心力
のある大都市に吸い取られる現象のこと。 

スーパーメガ
リージョン 

6 東京・名古屋・大阪の三大都市圏がリニア中央新幹線に
よってつながり、高速交通ネットワーク整備がもたらす
巨大経済圏のこと。 

スマートイン
ターチェンジ 

18 高速道路の本線やサービスエリア、パーキングエリア、
バスストップから乗り降りができるように設置され、通
行可能な車両（料金の支払い方法）を、ETC を搭載した
車両に限定しているインターチェンジのこと。 

せ 
生物多様性 5 生きものたちの豊かな個性とつながりのこと。生物多様

性条約では、生態系・種・遺伝子という 3 つのレベルで
それぞれ多様性があるとしている。 

そ 

Society5.0 6 必要なもの・サービスを、必要な⼈に、必要な時に、必
要なだけ提供し、社会の様々なニーズにきめ細かに対応
でき、あらゆる⼈が質の⾼いサービスを受けられ、年齢、
性別、地域、⾔語といった様々な違いを乗り越え、いき
いきと快適に暮らすことのできる社会のこと。「超スマ
ート社会」とも呼ばれる。 

た 

第四次産業革
命 

6 あらゆるモノがインターネットにつながり、そこで蓄積
される様々なデータを人工知能などで解析し、新たな製
品・サービスを開発につなげるといった、デジタルな世
界と物理的な世界と人間が融合する環境の中で進めら
れる産業革命のこと。 

脱炭素 15 二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスについて、「排
出量」から、植林、森林管理などによる「吸収量」を差
し引いて、合計を実質的にゼロにすること。 

多文化共生 6，14 国籍や民族などの異なる人々と日本人が、互いの文化的
違いを認め合い、対等な関係を築きながら、地域社会の
構成員として共に生きていくこと。また、性別や年齢、
職種、国籍、障害の有無、考え方などの違いにかかわら
ず、誰もが、対等で、尊重され、受け入れられ、それぞ
れが持つ能力と持ち味をいかし合いながら、地域で共に
生きていくという考え方のこと。 
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用語 ページ 説明 
男女共同参画 14 性別にかかわらず全ての人が、社会の対等な構成員とし

て自らの意思によって家庭、地域、学校、職場その他の
社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確
保され、もって平等に政治的、経済的、社会的、文化的
な利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うこ
と。 

ち 

地方創生 1，3，7 東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域
で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日
本社会を維持することを目的とし、地方への移住・定着
の促進、関係人口の創出、結婚・出産・子育ての支援、
Society5.0 等に取り組むこと。 

地方分権改革 1 国と地方公共団体が分担すべき役割を明確にし、国の権
限や財源を地方に移譲するとともに、地方に対する国の
関与の縮減を図ること。 

超スマート社
会 

6 必要なもの・サービスを、必要な⼈に、必要な時に、必
要なだけ提供し、社会の様々なニーズにきめ細かに対応
でき、あらゆる⼈が質の⾼いサービスを受けられ、年齢、
性別、地域、⾔語といった様々な違いを乗り越え、いき
いきと快適に暮らすことのできる社会のこと。
「Society5.0」とも呼ばれる。 

つ 

つながる経済 6 生産設備や流通などあらゆる産業や供給網の中で、デジ
タル化やネットワーク化により、生産設備や流通（供給）
サイドと消費（需要）サイドを ICT でつなぎ、効率的な
生産体制が構築されること。 

て 
デジタル化 6，15，

16 
通信、端末などのデジタル技術の活用によって、既存の
プロセスの効率化、コストの削減につなげる取組のこ
と。 

な 
ナビゲーショ
ン 

1 出発地から目的地までの経路や道順、移動方法の案内の
こと。 

ひ 

ビジネスモデ
ル 

6 利益を生み出す製品やサービスに関する事業戦略と収
益構造のこと。 

ＰＤＣＡサイ
クル 

1 Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Action（改
善）を繰り返して業務を継続的に改善する方法のこと。 

も 
モータリゼー
ション 

8 自動車が大衆に広く普及し、自家用車が生活必需品とな
ること。日本では、1964 年の東京オリンピックの直後
からモータリゼーションが進んだ。 

ゆ 

遊水機能 18 河川沿いの田畑等において、雨水や河川の水を流入し、
一時的に貯留する機能のこと。 

優良農地 18 10ｈａ以上の規模の一団の農地で、区画が大きく大型農
業機械の使用が可能な農地のこと。 

り 

リニア中央新
幹線 

6，18 東京都から名古屋市、大阪市までの約 438km を、独自
の技術である超電導リニアによって結ぶ新たな新幹線
のこと。 

リーマン・ショ
ック 

8，9 アメリカの大手証券会社・投資銀行リーマン・ブラザー
ズの破綻が引き金となった、2008 年 9 月からの世界的
な金融危機および世界同時不況のこと。 

ろ 
ローリング方
式 

2 施策・事業の見直しや部分的な修正を、毎年定期的に行
うこと。 
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用語 ページ 説明 

わ 

ワーク・ライ
フ・バランス 

14 働く個人が、安定的な暮らしと心豊かな生活の両立を達
成するため、仕事と生活の調和を図ること。企業にとっ
ても労働生産性の向上や優秀な人材の確保・定着つなが
る利点がある。 

 

 


